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主 文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 控訴の趣旨 5 

１ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人は、控訴人らとの関係で、国営諫早湾土地改良事業によって建設さ

れた潮受堤防の北部及び南部に設置されている各排水門の開門に関し、諫早湾

の海水を調整池内に流入させ、海水交換できるように開門操作をせよ。 

第２ 事案の概要（以下、特に断らない限り、略称は原判決の例による。） 10 

１  本件は、諫早湾内において漁業権を有する漁業協同組合の組合員である控

訴人らが、被控訴人の行う国営諫早湾土地改良事業（本件事業）としての諫

早湾の湾奥部に諫早湾干拓地潮受堤防（本件潮受堤防）を設置する事業によ

り、諫早湾内の漁場環境が悪化し、控訴人らの有する漁業法（平成３０年法

律第９５号〔以下「平成３０年法」という。〕による改正前のもの。以下、平15 

成３０年法による改正前の漁業法を単に「漁業法」といい、改正後のそれを

「改正漁業法」という。）８条１項所定の「漁業を営む権利」（改正漁業法１

０５条にいう組合員行使権。以下、平成３０年法による改正の前後を通じて

「漁業行使権」ということがある。）が侵害されたなどと主張して、被控訴人

に対し、上記の「漁業を営む権利」に基づく妨害排除請求又は妨害予防請求20 

として、本件潮受堤防の北部及び南部に設置されている各排水門（本件各排

水門）につき、本件潮受堤防により締め切られた調整池（本件調整池）に海

水を流入させ、海水交換できるように本件各排水門の開門操作をすること（本

件開門操作）を求める事案である。 

 原審は、本件潮受堤防の締切りにより、諫早湾内の潮流速が低下して、成25 

層化が多少なりとも進行し、諫早湾内の湾奥部及び湾央部における貧酸素化
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及び底層における浮泥の堆積の進行の一因となっているといえ、湾奥部にお

いては、これに加えて硫化水素が発生しているといえるが、これらの環境変

化が、控訴人らの営むアサリ養殖業、タイラギ漁業、カキ養殖業、漁船漁業

及びノリ養殖業の漁場環境を悪化させたとはいえず、本件潮受堤防の締切り

により、控訴人らの漁業行使権が侵害されているとはいえないとして、控訴5 

人らの請求を棄却し、控訴人らは、これを不服として控訴を提起した。なお、

控訴人らの一部は、当審において、その訴えを取り下げた。 

２ 前提事実、争点及び争点に関する当事者の主張は、次のとおり補正するほか

は、原判決「事実及び理由」欄の「第２章 事案の概要等」の第２から第４ま

で（原判決２頁１０行目から８８頁２５行目まで）に記載のとおりであるから、10 

これを引用する。 

 原判決２頁１７行目から１８行目にかけての「別紙４漁業行使権等目録の

とおりである」を「原判決別紙４の「所属漁協」、「組合員の種類」、「加入時

期」及び「正組合員から准組合員への異動日」の各欄に記載のとおりである

（本件３漁協は令和２年４月１日に合併して諫早湾漁業協同組合となり、同15 

年１０月９日受付で組合合併による漁業権の持分の取得を原因とする登録が

された。）」に、１９行目の「甲Ａ１」を「甲Ａ１、１８２」にそれぞれ改め

る。 

 原判決４頁２０行目から５頁１５行目までを次のとおり改める。 

「 改正漁業法１０５条は、団体漁業権（区画漁業権〔その内容たる漁業を20 

自ら営まない漁協等が免許を受けたものに限る。〕又は共同漁業権）若しく

は入漁権（以下、団体漁業権と併せて「団体漁業権等」ということがある。）

を有する漁業協同組合（以下、単に「漁協」ということがある。）の組合員

又は団体漁業権等を有する漁業協同組合連合会（以下「連合会」といい、

漁協と併せて「漁協等」ということがある。）の会員たる漁協の組合員（い25 

ずれも漁業者又は漁業従事者であるものに限る。）であって、当該団体漁業
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権等に係る漁業権行使規則又は入漁権行使規則（以下、併せて「漁業権行

使規則等」ということがある。）で規定する資格に該当するものは、当該漁

業権行使規則等に基づいて当該団体漁業権等の範囲内において漁業を営む

権利（組合員行使権）を有する旨を定める（なお、平成３０年法施行の際、

現に漁業法８条６項の認可を受けている漁業権行使規則等は、平成３０年5 

法の施行日〔令和２年１２月１日〕において改正漁業法１０６条７項の認

可を受けたものとみなされる〔平成３０年法附則１２条〕。）。 

小長井漁協は、原判決別紙６の№１から２１までの各漁業権を有し、漁

業権行使規則を定めている。 

漁業権の内容たる漁業の免許を受けようとする者は、都道府県知事に申10 

請しなければならない（改正漁業法６９条１項。平成３０年法施行の際、

現に漁業法１０条の免許を受けている者は、平成３０年法施行日において

改正漁業法６９条１項の免許を受けたものとみなされる〔平成３０年法附

則９条〕。）。 

小長井漁協が各漁業権の免許を受けた日は、原判決別紙６の「設定日」15 

欄に記載のとおりであり、漁業権の期限は、同別紙６の「免許期限」欄に

記載のとおりである。 

共同漁業権とは、第一種、第二種、第三種、第四種及び第五種共同漁業

であって一定の水面を共同に利用して営む権利をいい（改正漁業法６０条

２項、５項）、① 第一種共同漁業は、藻類、貝類又は農林水産大臣の指定20 

する定着性の水産動物を目的とする漁業を（同条５項１号）、② 第二種共

同漁業は、海面のうち農林水産大臣が定めて告示する湖沼に準ずる海面以

外の水面において網漁具（えりやな類を含む。）を移動しないように敷設し

て営む漁業であって定置漁業以外のものをいう（同項２号）。 

また、区画漁業権とは、第一種、第二種及び第三種区画漁業を営む権利25 

をいい（改正漁業法６０条２項、４項）、① 第一種区画漁業は、一定の区
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域内において石、瓦、竹、木その他の物を敷設して営む養殖業を（同条４

項１号）、② 第三種区画漁業は、一定の区域内において営む養殖業であっ

て、第一種区画漁業及び第二種区画漁業（土、石、竹、木その他の物によ

って囲まれた一定の区域内において営む養殖業）以外のものをいう（同項

３号）。」 5 

 原判決５頁１６行目から１８行目までを削り、１９行目の「原告らが有す

る」を「控訴人らに係る」に改める。 

 原判決６頁４行目から５行目までを削り、６行目の「国見漁業に」を「国

見漁協に」に改める。 

 原判決６頁１５行目の「原告らのうち」から１７行目の「なお、」までを削10 

る。 

 原判決７頁２行目の「海水の流入を止めるとともに」を「海水の流入を止

めて、海面の一部を本件調整池とするとともに」に、３行目の「本件調整池

を造成し」を「干拓地を造成し」にそれぞれ改める。 

 原判決１４頁２０行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 15 

「 また、評価委員会は、令和４年３月、関係機関が令和３年度に実施した

有明海及び八代海の再生方策の実施状況等を整理し、平成２９年委員会報

告の再生方策等と照らし合わせて、その進捗状況や課題を整理し、令和８

年度委員会報告に向けて必要となる検討事項等に係る中間の取りまとめを

公表した（乙Ｅ２４５。以下、これを「令和４年委員会中間取りまとめ」20 

という。）。」 

 原判決１７頁２６行目の「本件被告の」を「国の」に、１８頁２行目の「判

決をした」を「判決をし、差戻審である福岡高等裁判所は、令和４年３月２

５日、原判決中控訴人ら（漁協の組合員のうち、前訴判決により本件各排水

門の開門請求が一部認容された者）に関する部分を取り消し、国の請求を認25 

容する旨の判決をした」にそれぞれ改める。 
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 原判決２１頁６行目を次のとおり改める。 

「１ 控訴人らの有する組合員行使権の範囲、組合員行使権に基づく物権的

請求権行使の可否」 

 原判決２１頁１０行目を次のとおり改める。 

「３ 本件事業ないし本件潮受堤防の締切りによる組合員行使権侵害の有無」 5 

 原判決２１頁１７行目から２２頁１行目までを次のとおり改める。 

「１ 控訴人らの有する組合員行使権の範囲、組合員行使権に基づく物権的

請求権行使の可否 

（控訴人ら） 

 控訴人らの有する組合員行使権の範囲について 10 

控訴人らは、本件３漁協の各漁業権行使規則で規定する資格に該当

する限り、当該漁業権行使規則に基づき、当該漁協の漁業権の範囲内

において、組合員行使権を有する（改正漁業法１０５条）。したがって、

控訴人らは、原判決別紙６、１０及び１１の各「資格要件」欄に記載

の要件を充足する限り、現に上記漁業権の内容たる漁業を営んでいる15 

か否かにかかわらず、その資格に応じた組合員行使権を有するという

べきである。 

 組合員行使権に基づく物権的請求権行使の可否について 

漁業権は、物権とみなされ（改正漁業法７７条１項）、漁業権を有す

る者は、当該漁業権に基づき、物権的請求権を行使することができる。20 

そして、改正漁業法１０５条によれば、組合員行使権は、漁業権と不

可分であり、これが具体化された権利というべきであるから、組合員

行使権も漁業権と同様に物権的性格を有し、組合員行使権を有する者

は、これが侵害された場合、物権的請求権として、妨害排除請求及び

妨害予防請求をすることができるというべきである。」 25 

 原判決２２頁２行目の「 」を「 」に改める。 
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 原判決２２頁５行目から６行目にかけての「漁業権に基づく」を「控訴人

らは、組合員行使権に基づき」に改める。 

 原判決２２頁２２行目を次のとおり改める。 

「  控訴人らの有する組合員行使権の範囲について 

控訴人らの有する組合員行使権は、本件３漁協の各漁業権行使規則で5 

規定する資格に該当する者の一部に限られる。 

 組合員行使権に基づく物権的請求権行使の可否について」 

 原判決２３頁１８行目の「 」を「 」に改める。 

 原判決２３頁１９行目から２０行目にかけての「長崎県漁業調整規則６条

サ」を「長崎県漁業調整規則４条１項１６号」に改める。 10 

 原判決２５頁１２行目を次のとおり改める。 

「３ 本件事業ないし本件潮受堤防の締切りによる組合員行使権侵害の有無」 

 原判決２５頁１５行目の「妨害排除請求権」を「妨害排除請求権又は妨害

予防請求権」に改める。 

 原判決２６頁１８行目の「前記③はそれ自体が漁場環境の悪化に当たる」15 

を「前記③は、本件事業ないし本件潮受堤防の締切りによる直接の結果であ

る」に改める。 

 原判決２７頁１３行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 

「  干潟の消失による影響について 

軟泥干潟における最も重要な一次生産者は、底生珪藻である。諫早湾20 

においては、干潮時、干潟表面の底生珪藻が貝類等に捕食され、満潮時

には、軟泥と共に底生珪藻が海中に巻き上げられて、魚介類に捕食され

ていたのであり、底生珪藻は様々な魚介類を支えていた。 

また、干潟は、様々な魚類の産卵場所になっていたほか、稚魚の成育

のためにも重要な場所であった。 25 

さらに、干潟は、陸から流入する栄養物質を吸収し、これが沖合に移
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流するのを抑制して、湾内の富栄養化を抑制し、水質を浄化する機能も

有する。 

しかるに、本件事業ないし本件潮受堤防の締切りにより、広大な干潟

が消失し、これに伴い、干潟が担ってきた上記の役割や機能も消失する

に至った。」 5 

 原判決２８頁２２行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 

「ｄ 干潟の消失による影響 

水質浄化機能を有する干潟の消失により、陸から流入する栄養物質が

増大し、これが本件調整池から恒常的に排出されることにより、諫早湾

内において、赤潮の発生、増加しやすい環境が形成されている。」 10 

 原判決２８頁２３行目の「ｄ」を「ｅ」に改める。 

 原判決４７頁２行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 

「  干潟の消失による影響について 

干潟の消失により諫早湾の環境が悪化したというのは、科学的、合理

的根拠に乏しい。」 15 

 原判決４７頁３行目の「 」を「 」に改める。 

 原判決６８頁１７行目から１８行目にかけての「本件潮受堤防の締切りに

よって」を「本件事業ないし本件潮受堤防の締切りにより、広大な干潟が消

失し、干潟が担ってきた役割や機能も消失したこと、また、本件潮受堤防の

締切りにより、」に改める。 20 

 原判決７０頁１１行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 

「ｅ 観光振興 

本件開門操作の実施によって諫早湾の再生を図ることは、観光振興に

もつながる。」 

 原判決７１頁５行目から１０行目までを次のとおり改める。 25 

「 湾内漁業補償契約は、本件潮受堤防外に位置する漁協に所属する漁業者
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が漁業を継続することを前提とするものであるから、湾内漁業補償契約を

締結し、補償金の支払を受けたことによって、控訴人らの組合員行使権に

基づく妨害排除請求権又は妨害予防請求権の行使は妨げられない。いずれ

にせよ、被控訴人は、本件事業が控訴人らの組合員行使権に与える影響は、

湾内漁業補償契約に基づく漁業権等の一部放棄及び制限により生ずる損失5 

の範囲を超えるものではない旨の主張をしないというのであって、本件に

おいては、湾内漁業補償契約の締結、補償金の支払の事実を考慮すべきで

はない。」 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、控訴人らの請求はいずれも理由がないと判断する。その理由は、10 

次のとおり補正するほかは、原判決「事実及び理由」欄の「第３章 当裁判所

の判断」の第１から第３まで（原判決８９頁１行目から１８１頁１５行目まで）

に記載のとおりであるから、これを引用する。 

 原判決８９頁１行目を次のとおり改める。 

「第１ 争点１（控訴人らの有する組合員行使権の範囲、組合員行使権に基15 

づく物権的請求権行使の可否）について 

１ 控訴人らの有する組合員行使権の範囲について 

 改正漁業法１０５条は、団体漁業権等を有する漁協の組合員又は

団体漁業権等を有する連合会の会員たる漁協の組合員（いずれも漁

業者又は漁業従事者であるものに限る。）であって、当該団体漁業権20 

等に係る漁業権行使規則等で規定する資格に該当するものは、当該

漁業権行使規則等に基づいて当該団体漁業権等の範囲内において漁

業を営む権利（組合員行使権）を有する旨を定めるのであり、そう

すると、団体漁業権等を有する漁協の組合員（漁業者又は漁業従事

者）で、当該漁協の漁業権行使規則で規定する資格に該当するもの25 

は、当該組合員が組合員行使権に係る漁業を現に営んでいるか否か
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にかかわらず、組合員行使権を有するものと解するのが相当である。 

ア 小長井漁協の漁業権行使規則で規定する資格が、原判決別紙６

の「資格要件」欄に記載の、① 共同漁業権（同別紙６の№１か

ら№４まで）につき、漁協の個人である組合員であること、② 区

画漁業権（同別紙６の№５から№２１まで）につき、漁協の正組5 

合員であることは、前記前提事実のとおりである。そして、小長

井漁協に所属する控訴人らがいずれも正組合員であることは、前

記前提事実のとおりであるし、証拠（甲Ｂ１の１、甲Ｂ２の１、

２、甲Ｂ３の１、甲Ｂ４の１、甲Ｂ５の１、甲Ｂ７の１、甲Ｂ９

の１、甲Ｂ１０の１、甲Ｂ１１の１、甲Ｂ１２の１、甲Ｂ１３の10 

１、控訴人甲本人、平成３１年３月２７日付け調査嘱託の結果）

及び弁論の全趣旨によれば、小長井漁協に所属する控訴人らはい

ずれも漁業者であると認められ、そうすると、上記控訴人らは、

同別紙６記載の小長井漁協の有する漁業権の範囲において組合員

行使権を有するというべきである。 15 

イ 国見漁協の漁業権行使規則で規定する資格が、原判決別紙１０

の「資格要件」欄に記載の、① 共同漁業権（同別紙１０の№１

から№８まで）のうち、⒜ 南共第１号（№１、№２）、第５号（№

５）及び第７９号（№７、№８）につき、漁協の個人である組合

員であって、雲仙市国見町土黒地区（以下「土黒地区」という。）20 

内（№１、№２については、土黒地区又は雲仙市国見町神代地区

〔以下「神代地区」という。〕内）に住所を有する者であること、

⒝ 南共第５号（№６）につき、土黒地区内に住所を有する漁業

の組合員であって、雑魚磯刺網漁業の経験を有する者であること、

⒞ 南共第４号（№３、№４）につき、漁協の個人である組合員25 

であって、神代地区内に住所を有する者であること、② 区画漁
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業権（同別紙１０の№９）につき、漁協の正組合員であって、土

黒地区又は神代地区内に住所を有する者であることは、前記前提

事実のとおりである。そして、国見漁協に所属する控訴人（原審

原告番号８）が国見漁協の正組合員であることは、前記前提事実

のとおりであるし、証拠（甲Ｂ４２の１、平成２６年２月１８日5 

付け及び同年９月２５日付け各調査嘱託の結果）及び弁論の全趣

旨によれば、上記控訴人は、土黒地区内に住所を有し、雑魚磯刺

網漁業の経験を有する漁業者であることが認められ、そうすると、

上記控訴人は、同別紙１０記載の国見漁協の有する漁業権（南共

第４号を除く。）の範囲において組合員行使権を有するというべき10 

である。 

ウ 瑞穂漁協の漁業権行使規則で規定する資格が、原判決別紙１１

の「資格要件」欄に記載の、① 共同漁業権（同別紙１１の№１

から№４まで）につき、漁協の個人である組合員であること、② 

区画漁業権（同別紙１１の№５から№１１まで）につき、漁協の15 

正組合員であることは、前記前提事実のとおりである。そして、

瑞穂漁協に所属する控訴人らのうち、原審原告番号１０以外の控

訴人らがいずれも瑞穂漁協の正組合員であること、原審原告番号

１０の控訴人が瑞穂漁協の准組合員であることは、前記前提事実

のとおりであるし、証拠（甲Ｂ１５の１、甲Ｂ１６の１、甲Ｂ１20 

７の１、甲Ｂ１９の１、甲Ｂ２０の１、２、甲Ｂ２２の１、甲Ｂ

２７の１、甲Ｂ２８の１、２、甲Ｂ３２の１、甲Ｂ３３の１、甲

Ｂ３６の１、平成３１年３月２７日付け調査嘱託の結果）及び弁

論の全趣旨によれば、瑞穂漁協に所属する控訴人らはいずれも漁

業者であると認められ、そうすると、上記控訴人らは、同別紙１25 

１記載の瑞穂漁協の有する漁業権（原審原告番号１０の控訴人に
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ついては、同別紙１１の№１から№４までの共同漁業権）の範囲

において組合員行使権を有するというべきである。」 

 原判決８９頁２行目から１７行目までを次のとおり改める。 

 「２ 組合員行使権に基づく物権的請求権行使の可否について 

 改正漁業法７７条１項は、漁業権は、物権とみなし、土地に関する5 

規定を準用する旨を定めるのであり、そうすると、漁業権を有する者

は、これが侵害された場合には、当該漁業権に基づき、その妨害の排

除を請求し、又は、妨害の予防を請求することができるというべきで

ある。そして、改正漁業法１０５条が、団体漁業権等を有する漁協の

組合員又は団体漁業権等を有する連合会の会員たる漁協の組合員（い10 

ずれも漁業者又は漁業従事者であるものに限る。）であって、当該団体

漁業権等に係る漁業権行使規則等で規定する資格に該当するものは、

当該漁業権行使規則等に基づいて当該団体漁業権等の範囲内において

漁業を営む権利（組合員行使権）を有する旨を定めて、組合員行使権

が団体漁業権等から派生した権利であることを明らかにしていること15 

や、組合員行使権が漁業権と同様に法的保護の対象となっていること

（改正漁業法１９５条）に照らすと、漁業権と同様、組合員行使権に

ついても、物権的効力を有し、組合員行使権を有する者は、これが侵

害された場合、その妨害の排除を請求し、又は、妨害の予防を請求す

ることができると解するのが相当である。」 20 

 原判決９０頁１行目から５行目までを削る。 

 原判決９０頁１０行目から９１頁８行目までを次のとおり改める。 

「  しかしながら、タイラギ潜水器漁業は、改正漁業法６０条５項１号所

定の第一種共同漁業（貝類を目的とする漁業）であり、そうである以上、

タイラギ潜水器漁業についても、組合員行使権が侵害された場合、その25 

妨害の排除を請求し、又は、妨害の予防を請求し得るというべきである。
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長崎県漁業調整規則４条１項１６号は、潜水器漁業を営もうとする者は、

改正漁業法５７条１項の規定に基づき、知事の許可を受けなければなら

ない旨を定めるが、これは漁業調整（改正漁業法５７条２項）及び水産

資源の保護培養（水産資源保護法４条１項）のため、潜水器漁業という

特定の方法により営む漁業につき、知事の許可を受けなければならない5 

とするもので、これにより、タイラギ潜水器漁業につき、漁業権ひいて

は組合行使権に基づく物権的請求権は発生しないなどと解することはで

きない。」 

 原判決９１頁２０行目から２６行目までを削る。 

 原判決９２頁４行目から９３頁２３行目までを次のとおり改める。 10 

「 被控訴人は、本件３漁協の漁業権はいずれも本件締切り後である平成２

５年９月１日以降に当時の漁場環境等を前提に免許されたものであり、本

件事業や本件締切りによる漁業権ひいては組合員行使権の侵害を観念する

ことはできない旨の主張をするが、本件全証拠によるも、本件３漁協の漁

業権が免許された当時の漁場環境等を前提とするものであるとは認められ15 

ない。被控訴人の上記主張は、前提を欠く。」 

 原判決９３頁２４行目から９６頁５行目までを次のとおり改める。 

「第３ 争点３（本件事業ないし本件潮受堤防の締切りによる組合員行使権

侵害の有無）について 

１ 組合員行使権の侵害 20 

漁業権及びこれから派生した組合員行使権が物権的効力を有するこ

とは、前記のとおりである。そして、漁業権が一定の水面において特

定の漁業を一定の期間排他的に営むことのできる権利であることや、

本件事業が公共性、公益性を有することを踏まえると、本件事業ない

し本件潮受堤防の締切りにより、漁場環境が悪化し、漁業の目的であ25 

る水産動植物の成育、来遊等が阻害されて、その量的又は質的な減少
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を来す状態が将来にわたり継続することが具体的に予想され、かつ、

本件事業の公共性、公益性等の対立する諸利益を総合的に考慮しても、

被侵害利益に対する救済を損害賠償にとどめるのでは足りない場合に

は、組合員行使権の侵害について妨害の排除又は予防を請求すること

ができると解するのが相当である。 5 

被控訴人は、前記のとおり、組合員行使権に基づき妨害の排除又は

予防を請求することができるのは、漁業権に基づく排他的支配を侵害

するような態様での直接的かつ具体的な侵害又は侵害のおそれがある

場合に限られる、本件事業により控訴人らの組合員行使権が侵害され

ているといえるためには、控訴人らが現に従事する漁業につき漁獲量10 

が減少していることを個別に具体的数値をもって証明しなければなら

ない旨の主張をするが、組合員行使権に基づく物権的請求権が認めら

れる場合を上記のように限定すべきとはいえないこと、また、団体漁

業権等を有する漁協の組合員（漁業者又は漁業従事者）で、当該漁協

の漁業権行使規則で規定する資格に該当するものは、当該組合員が組15 

合員行使権に係る漁業を現に営んでいるか否かにかかわらず、組合員

行使権を有することは前記のとおりであって、被控訴人の主張は採用

できない。」 

 原判決９６頁６行目を次のとおり改める。 

「２ 本件事業ないし本件潮受堤防の締切りと漁場環境の悪化との因果関係20 

の有無」 

 原判決９６頁１５行目から９７頁２行目までを削る。 

 原判決１０３頁２４行目の「あり得るとしている」から２５行目末尾まで

を「あり得るとの指摘をする。また、上記報告書は、有明海における表層と

底面近傍の２地点の塩分データを対象として、その塩分差を成層度の指標と25 

捉え、その経年変化の傾向につき検討した結果に基づき、夏季における塩分



 

14 

差の平均値は、年平均値に比して顕著に高いとの指摘もする。（甲Ｅ１〔２５、

３５頁、５３頁から５５頁まで、１０６、１３２頁〕）」に改める。 

 原判決１０４頁１８行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 

「 また、上記の観測データにより、本件締切り前後の７月時点（６月から

９月までの期間は、降水量及び陸域からの淡水の流入量が増加して、海水5 

の表層の塩分が低下する。）における表層と中層の塩分の平均値を比較する

と、本件締切り前の表層と中層の塩分差は３．１psu、本件締切り後のそれ

は３．８psu である。本件締切り前の７月時点における表層と中層の塩分

差は０．２ないし４．３psu の範囲で推移しているが、本件締切り後の平成

９年７月時点のそれは９．８psu、平成１２年７月時点のそれは７．４psu、10 

平成１５年７月時点のそれは５．２psu、平成１７年７月時点のそれは５．

８psu、平成１８年７月時点のそれは５．６psu、平成２３年７月時点のそ

れは１２．０psu、平成２４年７月時点のそれは１２．４psu、平成２８年７

月時点のそれは５．８psu、平成３０年７月時点のそれは２０．０psu であ

る。（甲Ｅ１７３〔９頁から１１頁まで、附表１〕）」 15 

 原判決１０５頁１４行目の「傾向が表れていること」の次に「、前記のと

おり、本件締切りの前後において表層と中層の塩分差（７月時点における平

均値）が０．７psu 拡大するのみならず、平成９年以降、夏季に大きな塩分

差が頻回に生ずるようになっていること」を加え、１６行目の「その程度は

別として、」を削る。 20 

 原判決１０６頁４行目から１０行目までを削り、同行目末尾を改行の上、

次のとおり加える。 

「 被控訴人は、成層化は、閉鎖性海域においては、夏季に、大雨による河

川流入量の増大、水温の上昇等の気象条件が重なることにより発生するも

ので、諫早湾に限って発生する現象ではない旨の主張もするが、前記の事25 

情に照らすと、被控訴人の主張は採用できない。」 
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 原判決１０７頁６行目の「排水後には」を「排水が終了すると」に、１６

行目の「恣意的であるとはいえず」を「不適切であるとはいえず」にそれぞ

れ改める。 

 原判決１０８頁１１行目から１４行目までを削る。 

 原判決１１０頁１７行目の「推測されるとし」から１９行目末尾までを「推5 

測されるとの指摘をする。」に改め、同行目末尾を改行の上、次のとおり加

える。 

「 また、平成１８年委員会報告は、佐賀県、諫早湾で赤潮が増加している

ことから、赤潮の増加により植物プランクトン由来の有機物の沈降、堆積

が増えて、湾奥西部（鹿島沖）及び諫早湾の底質中の有機物の増加につな10 

がった可能性がある、諫早湾調整池の排水拡散に伴う浮泥量の調査結果に

よれば、浮泥は諫早湾湾奥部で沈降し、湾央から湾口にかけての沈降はほ

とんど見られず、潮流速の低下が認められる海域において、有機物を含む

より微細な粒子が沈降、堆積しやすい状態が生じたことが推察される、有

明海奥部の干拓やその他の要因により湾奥部を中心に流速低下が生じたと15 

推測され、諫早干拓により諫早湾内で流速低下が生じていることから、流

速の低下が推測若しくは認められる海域において、有機物を含むより微細

な粒子が沈降、堆積しやすい状態が生じたことが推察されるとの指摘をす

る。（乙Ｅ５〔６９頁、７０頁〕）」 

 原判決１１１頁２３行目から１１２頁１行目までを次のとおり改める。 20 

「 平成２９年委員会報告は、諫早湾は一部を除き泥質で、有明海の中では

有機物や硫化物が多い、諫早湾湾口部では１ないし４ｍにわたって泥が堆

積している、環境モニタリングの結果では、諫早湾の原判決別紙１４（甲

Ｅ１４８、乙Ｅ２６〔３－２－６１頁〕）のＢ３地点における底質のＣＯ

Ｄは、本件締切り後増加傾向にあったものの、平成１４年頃から平成２３25 

年頃までは減少傾向にあったとした上、底泥中に含まれる有機物や硫化物
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の増減には、流動や水質及び生物が複雑に関与しているが、一般的には植

物プランクトン由来の有機物の沈降、堆積が最たる支配要因と考えられて

いるとの指摘をする（乙Ｅ１９７〔１０９頁、１１３頁、３４６頁、５０

５頁〕）。」 

 原判決１１２頁３行目の「前記 のとおり」から５行目の「限定されてい5 

ること、」までを削る。 

 原判決１１２頁２５行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 

「ウ 本件事業による干潟消失とその影響について 

前記前提事実に加え、後掲証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実

が認められる。 10 

 有明海は、全国の干潟面積の約４割に相当する約２０７ｋ㎡の広大

な干潟を有するところ、本件事業により、有明海の干潟面積の約７．

５５％に相当する約１５．５ｋ㎡の干潟が消失した。 

 令和４年委員会中間とりまとめは、藻場、干潟は、水質浄化、生物

多様性の維持、魚類の産卵場所及び成育場所の提供等の多様な機能を15 

有し、良好な水環境を維持する上で重要な役割を果たすとの指摘をす

る（乙Ｅ２４５〔６５頁〕）。 

また、鹿児島大学名誉教授の乙は、干潟の水質浄化機能は、閉鎖的

な内湾の富栄養化を抑制してきたとの指摘をする（甲Ｅ１７４、Ｅ１

８１、証人乙）。」 20 

 原判決１１４頁７行目の「同報告書は」を「専門委員報告書は、長崎県で

は、従前、赤潮の発生は少なかったが、平成９年以降、著しく発生頻度が増

加した、赤潮は、主に夏期の渦鞭毛藻及びラフィド藻によるもので、その大

半は諫早湾内で発生しているとの指摘をする。また、専門委員報告書は」に、

１７行目の「（甲Ｅ１［１２９頁］）」を「（甲Ｅ１〔９０、１２９頁〕）」にそ25 

れぞれ改める。 
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 原判決１１６頁２５行目の「平成２９年委員会報告」を「平成２９年委員

会報告及び令和４年委員会中間取りまとめ」に、２６行目の「同報告は」を

「平成２９年委員会報告及び令和４年委員会中間取りまとめは」にそれぞれ

改める。 

 原判決１１８頁８行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 5 

「 有明海では、全期間を通じて珪藻による赤潮の発生頻度が全体の半数程

度を占め、渦鞭毛藻やラフィド藻による赤潮がこれに続く。ラフィド藻に

よる赤潮は、昭和６３年頃まではほとんど確認されなかったが、その後、

徐々に増加し、平成１０年頃から、渦鞭毛藻による赤潮と匹敵するまでに

増加した。珪藻や渦鞭毛藻による赤潮も、平成１０年頃から発生件数が増10 

加している。全体の構成割合は、１９７０年ないし１９８０年代と比較し

てラフィド藻による赤潮が増加したが、基本的に構成種の大きな変化は見

られない。有明海では、夏期にラフィド藻等による有害赤潮が頻発してお

り、特に有害なシャットネラ属については、平成１０年、平成１６年、平

成１９年から平成２２年まで、平成２７年、平成２８年、平成３０年にお15 

いて、赤潮の発生規模が大きくなっている。また、諫早湾の平成２３年か

ら令和２年までの赤潮の発生件数は、１０月から４月にかけてのそれが９

件であるのに対し、５月から９月にかけてのそれは４０件であり、有明海

の他の海域と比較しても、夏期における発生件数の割合が高い。 

八代海では、平成１０年ないし平成１２年頃から赤潮の発生件数が増加20 

しているものの、渦鞭毛藻やラフィド藻による赤潮の割合は６割程度と大

きな変化はなく、構成種の長期的変動もほとんど見られない。内湾域にお

ける過度の魚類養殖業の展開は、残餌や糞尿により海域の栄養塩負荷の原

因となる。八代海における魚類養殖（平成２１年から平成２５年度までの

平均）の負荷量は、Ｔ－Ｎでは全体の２７ないし３１％程度、Ｔ－Ｐでは25 

全体の３４ないし４８％程度であり、陸域からの流入負荷と共に大きな負
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荷源となっている。これに対し、有明海においては、ノリ養殖の負荷量は、

Ｔ－Ｎでは全体の１．２％以下、Ｔ－Ｐでは全体の５．９％以下であり、

魚類養殖の負荷量は、Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐとも全体の１％未満である。」 

 原判決１１８頁９行目の「（乙Ｅ１９７［１４７ないし１６４頁］）」を「（乙

Ｅ１９７〔１５、１６頁、１４７頁から１６４頁まで、３９８頁から４０３5 

頁まで、４６８頁から４７０頁まで〕、乙Ｅ２４５〔７０頁から９１頁まで〕）」

に改める。 

 原判決１１９頁１８行目から１２５頁１３行目までを次のとおり改める。 

「 諫早湾における赤潮の発生件数は、平成９年から平成１０年にかけて著

しく増加し、その後も、高い発生頻度を示していること、本件潮受堤防の10 

締切りにより、潮流速が低下し、成層化が進行していることは、前記のと

おりであり、また、本件潮受堤防の締切りにより、諫早湾の湾奥部及び湾

中部において貧酸素化が進行していることは、後述するとおりである。か

かる事実に加え、① 専門委員報告書において、長崎県では、平成９年以

降、著しく赤潮の発生頻度が増加した、赤潮は主に夏期の渦鞭毛藻及びラ15 

フィド藻によるもので、その大半は諫早湾内で発生している、本件潮受堤

防の締切りによる潮流速の低下、成層度の上昇、鉛直的に安定した水塊の

存在等が、諫早湾における夏期の鞭毛藻赤潮の増加の理由と考えられると

の、② 平成１８年委員会報告において、諫早湾湾奥部の底層環境の悪化

が推測され、同海域では貧酸素水塊の形成がシャットネラ属による赤潮の20 

増加の一因となっているとの、③ 平成２９年委員会報告及び令和４年委

員会中間取りまとめにおいて、赤潮の発生頻度や規模は、海域の富栄養化

の進行に伴って変化する、諫早湾では赤潮の発生頻度や規模が顕著であり、

諫早湾における夏期の赤潮の発生頻度は、有明海の他の海域と比し高いと

の指摘がされ、松岡論文において、渦鞭毛藻類やラフィド藻類は成層化し25 

た環境で優勢となるとの指摘がされていることに照らすと、本件潮受堤防
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の締切りによる潮流速の低下や、成層化、貧酸素化の進行が、諫早湾にお

ける赤潮の発生件数の増加要因となっているというべきである。 

被控訴人は、① 本件事業に着手した時点や本件締切りの時点で、諫早

湾の赤潮発生件数に著しい増加は見られず、本件締切り後、これが減少に

転じたこともあること、② 八代海においても、赤潮の発生件数が増加傾5 

向を示していることからすると、諫早湾における赤潮の発生件数の増加

は、本件潮受堤防の締切りによるものではない旨の主張をする。 

しかしながら、前記のとおり、諫早湾における赤潮の発生件数が、平成

９年（本件締切り時点）から平成１０年にかけて著しく増加し、その後も、

高い発生頻度を示していることに加え、① 専門委員報告書において、長10 

崎県では、従前、赤潮の発生は少なかったが、平成９年以降、著しく発生

頻度が増加した、赤潮は、主に夏期の渦鞭毛藻及びラフィド藻によるもの

で、その大半は諫早湾内で発生しているとの指摘がされ、平成２９年委員

会報告及び令和４年委員会中間取りまとめにおいても、有明海において、

ラフィド藻による赤潮は、昭和６３年頃までほとんど確認されなかった15 

が、その後、徐々に増加し、平成１０年頃から、渦鞭毛藻による赤潮と匹

敵するまでに増加した、有明海では、夏期にラフィド藻等による有害赤潮

が頻発しており、特に有害なシャットネラ属については、平成１０年以降、

赤潮の発生規模が大きくなっている、諫早湾の夏期における赤潮の発生件

数の割合は、有明海の他の海域と比較しても高いとの指摘がされているこ20 

と、② 平成２９年委員会報告及び令和４年委員会中間取りまとめにおい

て、八代海における魚類養殖の負荷は、陸域からの流入負荷と共に大きな

負荷源となっているのに対し、有明海においては、魚類養殖の負荷はほと

んど見られないとの指摘がされていて、同じ閉鎖性海域であるとはいえ、

諫早湾と八代海とでは状況を異にすることに照らすと、被控訴人の主張は25 

採用できない。 
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また、被控訴人は、赤潮の発生件数の増加原因は未解明であり、降雨、

日射量等の自然現象、諫早湾外からの栄養塩の流入等がその要因として指

摘されていることからすると、諫早湾における赤潮発生件数等の増大が本

件潮受堤防の締切りの影響によるものであるとはいえない旨の主張をす

る。そして、磯部論文において、赤潮、貧酸素化等の水環境を支配するの5 

は気象条件であるとの指摘がされ、平成２９年委員会報告において、赤潮

発生と増殖に係る各種要因の解明が今後の課題であるとの指摘されてい

ることは、上記主張に沿うものではある。 

しかしながら、平成２９年委員会報告及び令和４年委員会中間取りまと

めにおいて、有明海における、成層化、富栄養化、貧酸素水塊の発生件数10 

の増大、大規模化等と赤潮の発生件数の増加、大規模化とが関連する可能

性があるとの指摘がされる一方、日照、風、降雨、淡水の流入、水温の上

昇と赤潮の発生件数の増加、大規模化とが直接関連する可能性があるとの

指摘はされていないこと（乙Ｅ１９７〔２１１頁〕、乙Ｅ２４５〔１４２

頁〕）に照らすと、磯部論文等の指摘をもって、前記判断は左右されない。 15 

さらに、被控訴人は、赤潮の発生件数の増加は、平成１０年頃、着色の

確認されないものでも赤潮として報告するよう赤潮検知の運用が変更さ

れたことによるものである旨の主張をし、平成２９年委員会報告も「赤潮

発生は原則として海域における着色現象を集計したものであるが、１９９

８年～２０００年以降は、着色を伴わないものであっても被害（特にノリ20 

の色落ち被害）に応じて赤潮発生として扱われるため、過去と比較する場

合、同じ微細藻類の出現状況であっても発生件数が多く計上されている可

能性があることに留意する必要がある」との指摘をする。 

しかしながら、諫早湾における赤潮の発生件数が、平成９年から平成１

０年にかけて著しく増加し、その後も、高い発生頻度を示していることは、25 

前記のとおりである。かかる赤潮の発生件数の増加が赤潮検知の運用の変
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更によるものであるとは考えにくく、被控訴人らの主張は採用できない。」 

 原判決１２６頁１２行目から１３行目にかけての「結果を整理しており」

を「結果が整理されていて」に、１２７頁４行目の「別紙３０のとおり」を

「原判決別紙３１のとおり」に、５行目の「年間最低値についても」を「年

間最低値につき」にそれぞれ改める。 5 

 原判決１２７頁１５行目の「各８月末に行った」を「諫早湾において各８

月末に実施した」に改める。 

 原判決１２８頁２６行目の「平成２９年委員会報告」を「平成２９年委員

会報告及び令和４年委員会中間取りまとめ」に改め、１３０頁２５行目の「１

３５頁］」の次に「、乙Ｅ２４５〔５１頁から６３頁まで〕」を加える。 10 

 原判決１３２頁８行目から１３４頁２３行目までを次のとおり改める。 

「 本件締切り後、諫早湾において、頻繁に貧酸素水塊の発生が確認されて

いること、本件潮受堤防の締切りにより、潮流速が低下し、成層化が進行

していること、そして、これらが要因となって赤潮の発生件数が増加して

いることは、前記のとおりである。かかる事情に加え、① 専門委員報告15 

書において、有明海水質等状況補足調査の結果を踏まえ、諫早湾内では本

件締切り後に貧酸素化が進行した可能性が大きいとの指摘がされているこ

と、② 平成２９年委員会報告及び令和４年委員会中間取りまとめにおい

て、成層化の進行により表層から躍層以深への酸素供給が減少し、躍層の

上で赤潮が発達する、赤潮終息後、大量の有機物が底層に供給され、底泥、20 

底層水の酸素消費が増大し、底生動物が斃死することで、底質悪化及び貧

酸素化が進行するとの指摘がされ、木元論文においても、有明海における

貧酸素水塊の発生機構として、湾奥部の干潟縁辺域で、成層の形成される

夏季の小潮期に、潮流が低下して成層が強化され、滞留した水中の有機懸

濁物と底泥の酸素消費により急速に貧酸素化する型と、成層の形成される25 

夏季に、表層からの酸素供給が低下して底層で徐々に酸素消費が進行して



 

22 

貧酸素化する型がある、貧酸素水塊の発生には、有機懸濁物を生産する赤

潮の発生も大きく関わっているとの指摘がされていることに照らすと、本

件潮受堤防の締切りによる、潮流速の低下や成層化、さらには赤潮の発生

件数の増加が、諫早湾の貧酸素化の進行要因となっているというべきであ

る。 5 

  被控訴人は、貧酸素水塊の発生機序や原因は未解明であり、日射量、降

雨、風向、風量等の自然現象が重要な要因となるとの指摘があることや、

有明海湾奥部において本件潮受堤防の締切りと無関係に発生した貧酸素水

塊が諫早湾に移流し、諫早湾内において貧酸素水塊を形成することが確認

されていることからすると、本件潮受堤防の締切りにより貧酸素水塊が発10 

生しているとはいえない旨の主張をするが、前記の事情に加え、平成２９

年委員会報告及び令和４年委員会中間取りまとめにおいて、有明海におけ

る主要な貧酸素水塊は、夏期に有明海湾奥部と諫早湾の２か所で別々に発

生するとの指摘がされていることにも照らすと、上記主張は採用できな

い。」 15 

 原判決１３５頁６行目から１３６頁１行目までを次のとおり改める。 

「ｂ 本件潮受堤防の締切りにより、諫早湾において、潮流速が低下し、成

層化、貧酸素化が進行していること、そして、これらが要因となって、

赤潮の発生件数が増加していることは、前記のとおりである。かかる事

情に加え、① 平成１８年委員会報告において、赤潮の増加により植物20 

プランクトン由来の有機物の沈降、堆積が増えて、諫早湾の底質中の有

機物の増加につながった可能性がある、本件調整池からの排水に含まれ

る浮泥は諫早湾湾奥部で沈降し、湾央から湾口にかけての沈降はほとん

ど見られず、潮流速の低下が認められる海域において、有機物を含むよ

り微細な粒子が沈降、堆積しやすい状態が生じたことが推察されるとの25 

指摘がされ、② 平成２９年委員会報告及び令和４年委員会中間とりま
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とめにおいて、成層化の進行により表層から躍層以深への酸素供給が減

少し、躍層の上で赤潮が発達する、赤潮終息後、大量の有機物が底層に

供給され、底泥、底層水の酸素消費が増大し、底生動物が斃死すること

で、底質悪化及び貧酸素化が進行する、底泥中に含まれる有機物や硫化

物の増減には、流動や水質及び生物が複雑に関与しているが、一般的に5 

は植物プランクトン由来の有機物の沈降、堆積が最たる支配要因と考え

られているとの指摘がされていることにも照らすと、諫早湾の湾奥部及

び湾央部の底層に堆積する浮泥（有機物）には、河川水に由来するもの

も含まれることを考慮しても、本件潮受堤防の締切りによる潮流速の低

下や、赤潮の発生件数の増加が要因となって、諫早湾の底層に浮泥（有10 

機物）が堆積し、底質の泥化が進行したことを否定するのは困難である。」 

 原判決１３６頁５行目の「有毒な硫化水素を発生させる」を「底質中に硫

化物が増加して、有毒な硫化水素を発生させる」に改める。 

 原判決１３７頁９行目から１０行目にかけての「その程度は大きなもので

はないとしても」、及び、１４行目の「もっとも」から１７行目末尾までを15 

いずれも削る。 

 原判決１３７頁１８行目から２４行目までを次のとおり改める。 

「エ 前記の事情を考慮すると、本件においては、本件事業による干潟の水

質浄化等の機能の喪失に加え、本件潮受堤防の締切りによる潮流速の低

下、成層化、貧酸素化の進行、赤潮の発生件数の増加、底質環境の悪化20 

（浮泥の堆積、硫化水素の発生）等の要因が複合して、諫早湾の漁場環

境の悪化を招来した高度の蓋然性があると認めるのが相当である（なお、

控訴人らは、本件調整池からの排水が諫早湾の漁場環境を悪化させてい

る旨の主張もするが、本件調整池からの排水による影響が重大なもので

あるとまでいえないことは、前記のとおりである。）。被控訴人は、赤潮、25 

貧酸素水塊の発生、増加、底質環境の悪化は、他の閉鎖性海域において
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も確認されている上、温暖化に伴う海水温の上昇に起因する可能性も否

定できない旨の主張をするが、前記の事情を考慮すると、上記判断は覆

らない。」 

 原判決１３７頁２５行目から２６行目までを次のとおり改める。 

「  本件事業ないし本件潮受堤防の締切りによる各漁業の漁獲量の減少に5 

ついて」 

 原判決１３８頁１８行目の「原告目録の」を「控訴人らは、アサリ養殖業

について組合員行使権を有するところ、原判決原告目録の」に、２２行目の

「Ｂ７及び８の各１」を「Ｂ７の１」にそれぞれ改め、１８行目の「２５、」

を削る。 10 

 原判決１４２頁１６行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 

 「 令和４年中間取りまとめは、アサリ資源の減少について、平成２０年以

降、アサリの漁獲量が低迷していて、秋期に発生したアサリの浮遊幼生や

着底稚貝の減少による再生産の縮小が大きく影響しているとの指摘がある

とする（乙Ｅ２４５〔１５３頁〕。）。」 15 

 原判決１４２頁１８行目の「前記 ｂのとおり」から２０行目の「因果関

係の有無に関し」までを「控訴人らはアサリ養殖業について組合員行使権を

有することから」に、２３行目の「アサリの斃死事例の要因について」を「ア

サリ養殖業の漁場環境の悪化について」にそれぞれ改める。 

 原判決１４５頁１８行目の「考えられないこと」を「考えにくいこと」に20 

改め、同行目の「前記 ｃ⒜のとおり」から２６行目の「また、」までを削る。 

 原判決１４６頁１１行目から１４７頁２０行目までを次のとおり改める。 

「 かかる事情に加え、本件３漁協のアサリの漁獲量は、平成８年以降、減

少傾向を示しているものの、本件締切り後、大幅に漁獲量が増加したとき

もあること、本件締切り後のアサリの漁獲量は、昭和５７年から平成３年25 

までのそれに比し、明らかに少ないとまではいえないこと、アサリの漁獲
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量は、昭和６０年以降、諫早湾のみならず、全国、瀬戸内海区、有明海区

及び八代海区においても減少傾向を示していること、そして、アサリ資源

の減少の要因については、赤潮の発生や、これに伴う貧酸素化、水温、硫

化水素の発生のほか、漁場の縮小、底質の変化、過剰な漁獲圧、ナルトビ

エイによる食害、マンガンの影響等も指摘されていることにも照らすと、5 

前記のとおり、平成１６年のアサリ斃死の主たる要因が、赤潮に由来する

貧酸素化に高水温の影響が加わったことにあると推認し得ることや、控訴

人らにおいてアサリの斃死対策を講じているのに（甲Ｂ１の１、甲Ｂ２の

１、甲Ｂ４の１、甲Ｂ３６の１、控訴人甲本人）、アサリの斃死が発生し、

その漁獲量が減少傾向を示していることを考慮しても、本件潮受堤防の締10 

切りにより、諫早湾のアサリ資源が減少し、その漁獲量が減少したとまで

認めるのは困難である。」 

 原判決１４８頁７行目の「原告目録の」を「控訴人らは、タイラギ漁業に

ついて組合員行使権を有するところ、原判決原告目録の」に、同行目の「４

ないし９」を「４、５、８」にそれぞれ改め、１２行目の「甲Ｂ３９及び４15 

０の各１、」及び同行目の「甲Ｂ４３の１及び２、」をいずれも削る。 

 原判決１４９頁２３行目の「以後、」の次に「昭和６１年、平成３年、平成

８年及び平成９年には、３０００ｔないし４０００ｔに達するなど、」を加え

る。 

 原判決１５２頁２行目から５行目までを次のとおり改める。 20 

「 平成２９年委員会報告は、タイラギ資源の減少について、次のとおりの

指摘をする。 

諫早湾においては、夏期に貧酸素水塊が発生しているが、底層溶存酸素

量については、平成１３年以前の、底質については、平成元年以前のデー

タがなく、１９７０年代以降の長期的なタイラギ資源の減少と貧酸素水塊25 

や底質との関係は不明であり、平成１３年以降、長崎県において生息調査



 

26 

が実施されているものの、原因の特定には至っていない。 

原判決別紙２９記載のＡ３海域では、平成２１年、１９８０年代の豊漁

期に近い密度で成貝の成育が見られ、平成２１年１２月から平成２２年４

月にかけて漁獲量の回復が見られたが、平成２２年夏期に、継続時間の長

い貧酸素水塊の発達に伴って大量斃死が生じ、以降、再び漁獲量は低迷し5 

ている。上記Ａ３海域では、調査を開始した平成１３年以降、毎年貧酸素

水塊の発生が確認されているものの、平成２１年夏期の上記Ａ３海域にお

ける貧酸素化は比較的軽微であり、タイラギの立ち枯れ斃死等も見られな

かった。原判決別紙２９記載のＡ１海域で小潮期に発生した貧酸素水塊

が、大潮期に向かう過程で、水深が深く鉛直混合を受けにくい上記Ａ３海10 

域まで拡大し、これが維持、強化されることから、同海域では貧酸素水塊

がタイラギ資源の変動に影響を与えていることが推定される。貧酸素水へ

の曝露によってタイラギの斃死が生ずることは、室内実験によっても確認

されている。」 

 原判決１５２頁６行目の「また」を「また、平成２９年委員会報告は」に、15 

１５３頁３行目を「（乙Ｅ１９７〔２９８頁から３０３頁まで、３０８頁から

３０９頁まで、３４８頁、３６６頁から３６９頁まで〕）」にそれぞれ改める。 

 原判決１５３頁９行目から１０行目までを次のとおり改める。 

 「⒜ 有明海におけるタイラギの漁獲量は大きく変動していて、タイラギ資

源は、環境条件の影響を受けやすいといえる。しかしながら、平成５年20 

度以降、諫早湾で見られたように、操業できない程度にまで資源水準が

低下し、これが長年にわたり継続した例はなく、近年の諫早湾における

タイラギ資源の減少は、従前のものとは性質を異にする現象ではないか

と考える。」 

 原判決１５６頁４行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 25 

「ｈ 令和４年委員会中間取りまとめは、タイラギ資源の減少について、次
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のとおりの指摘をする。 

平成２０年以降の諫早湾におけるタイラギの浮遊幼生の出現状況を見

ると、平成２０年及び平成２２年には、１２０個体／㎥程度の出現があ

ったが、平成２４年以降は、多くの年度で１０個体／㎥以下の出現とな

っている。 5 

タイラギの立ち枯れ斃死の多くは春期から秋期にかけて発生し、その

原因として、貧酸素水塊、基礎生産力（特に浮遊珪藻）の低下による餌

不足、濁りによる摂食障害、底質中の有害物質（硫化水素等）、ウイルス

の影響等が示されているが、いまだ特定には至っていない。同一地点に

おける異なる器材、手法による移植試験の結果を比較すると、浮泥層厚10 

と餌料環境との関係が示唆されるとともに、海底から１ｍ程度離すこと

で立ち枯れ斃死が見られなくなったことから、海底近傍の環境が立ち枯

れ斃死に影響している可能性がある。（乙Ｅ２４５〔１５２頁〕）」 

 原判決１５６頁６行目の「前記 ｂのとおり」から９行目の「関し」まで

を「控訴人らはタイラギ漁業について組合員行使権を有することから」に改15 

める。 

 原判決１５６頁１１行目から１６０頁２４行目までを次のとおり改める。 

「ｂ 諫早湾においては、本件潮受堤防及び本件各排水門に係る工事に着手

し、これが本格化した平成３年から平成５年にかけて、タイラギの漁獲

量が急減し、同年以降、漁獲がほとんどない状況が継続していること、20 

そして、本件事業による干潟の水質浄化等の機能の喪失に加え、本件潮

受堤防の締切りによる潮流速の低下、成層化、貧酸素化の進行、赤潮の

発生件数の増加、底質環境の悪化（浮泥の堆積、硫化水素の発生）等の

要因が複合して、諫早湾の漁場環境の悪化を招来した高度の蓋然性があ

ることは、前記のとおりである。かかる事情に加え、① 平成１８年委25 

員会報告において、有明海北部海域におけるタイラギ資源の長期的な減
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少は、泥化の進行、有機物、硫化物の増加、貧酸素化等の底質環境の悪

化により、タイラギの着底期以降の生息場が縮小したことが主な要因と

考えられるとの指摘がされていること、② 平成２９年委員会報告にお

いて、長期的なタイラギ資源の減少と貧酸素水塊や底質との関係は不明

であるとする一方、貧酸素水塊がタイラギ資源の変動に影響を与えてい5 

ることが推定されるとの指摘や、貧酸素水への曝露によってタイラギの

斃死が生ずることは、室内実験により確認されているとの指摘がされて

いること、また、上記報告において、タイラギ資源の減少要因として、

エイ類による食害、浮遊幼生の減少のほか、貧酸素水塊、底質の泥化（浮

泥の堆積）等が挙げられていること、③ 令和４年委員会中間とりまと10 

めにおいて、タイラギの立ち枯れ斃死の原因として、貧酸素水塊、基礎

生産力の低下による餌不足、濁りによる摂食障害、底質中の有害物質（硫

化水素等）、ウイルスの影響等が示されていて、いまだ特定には至ってい

ないものの、海底近傍の環境が立ち枯れ斃死に影響している可能性があ

るとの指摘がされていることに照らすと、諫早湾において、タイラギの15 

漁獲量が急減し、平成５年以降、ほとんど漁獲がない状況が継続してい

るのは、本件事業ないし本件潮受堤防の締切りにより招来された漁場環

境の悪化がその要因となっている高度の蓋然性があるというべきであ

る。 

ｃ この点、被控訴人は、従前から、有明海におけるタイラギの漁獲量が20 

急増と急減を繰り返してきたことや、平成３年から平成５年にかけて、

有明海の他の海域におけるタイラギの漁獲量が急減し、八代海において

もタイラギの漁獲量が激減していることからすると、本件潮受堤防の締

切りにより諫早湾におけるタイラギの漁獲量が減少したとはいえない旨

の主張をする。 25 

しかしながら、① 九州農政局諫早湾干拓事務所が平成５年から平成
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８年にかけて実施した調査により、諫早湾において、タイラギの浮遊幼

生が佐賀県海域での調査結果以上の密度で観察され、広範囲での着底も

確認されたのに、また、有明海の他の海域におけるタイラギの漁獲量は、

平成５年以降も一時的とはいえ何度か増加したことがあるのに、諫早湾

におけるタイラギの漁獲量は、平成３年から平成５年にかけて、急減し、5 

同年以降、漁獲がほとんどない状況が継続していること、② 諫早湾漁

場調査結果報告書において、平成５年度以降、諫早湾で見られたように、

操業できない程度にまで資源水準が低下し、これが長年にわたり継続し

た例はなく、近年の諫早湾におけるタイラギ資源の減少は、従前のもの

とは性質を異にする現象ではないかと考えるとの指摘がされていること10 

は、前記のとおりであって、被控訴人の主張する事情をもって、前記判

断は覆らない。 

被控訴人は、タイラギ資源の減少は、ナルトビエイの捕食圧が大きな

要因である旨の主張をし、平成２９年委員会報告においても、エイ類の

捕食圧が資源変動に無視できない影響を与えていると推定されるとの指15 

摘がされているが、有明海におけるタイラギの漁獲量とナルトビエイに

よる食害量（推定値）の経年変化（平成２０年から平成２６年まで。乙

Ｅ１９７〔３６７、３６８頁〕）を見るに、その漁獲量と食害量は必ずし

も相関関係になく、ナルトビエイの捕食圧が、タイラギの漁獲量とタイ

ラギ資源の減少の大きな要因であるとまでいうのは困難である。」 20 

 原判決１６３頁８行目から１６５頁４行目までを次のとおり改める。 

「 証拠（乙Ｅ４７〔２頁〕、乙Ｅ１９６〔３頁〕）及び弁論の全趣旨によれ

ば、本件３漁協におけるカキ養殖業の漁獲量は、原判決別紙４１のとおり、

平成１５年から平成１６年にかけて、及び、平成１８年から平成１９年に

かけて減少したものの、その後急増し、また、平成２１年から平成２４年25 

にかけて急減したものの、同年から平成２６年にかけて急増していること、
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小長井町漁協におけるカキ類の漁獲量も、原判決別紙３５（下図）のとお

り、平成１５年から平成１６年にかけて減少したほかは、一貫して増加傾

向を示していることが認められ、かかる事実に照らすと、本件潮受堤防の

締切りにより、諫早湾におけるカキの漁獲量が減少したというのは困難で

ある。」 5 

 原判決１６５頁５行目の「漁船漁業」から６行目末尾までを「漁船漁業に

ついて」に改める。 

 原判決１６５頁１４行目の「原告目録の番号１ないし１２」を「控訴人ら

は、漁船漁業について組合員行使権を有するところ、原判決原告目録の番号

１から５まで、８、１０から１２まで」に、同行目の「１６ないし１８」を10 

「１７、１８」に、１８行目から１９行目にかけての「甲Ｂ２６及び２７の

各１」を「甲Ｂ２７の１」にそれぞれ改め、１４行目の「２５、」、１７行目

の「甲Ｂ８の１、」、２０行目の「甲Ｂ３９及び４０の各１、」、同行目から２

１行目にかけての「甲Ｂ４３の１及び２、」及び同行目の「原告丙本人、」を

いずれも削る。 15 

 原判決１６６頁９行目の「平成１４年以降は」から１０行目の「状態にあ

る」までを「平成１１年に１９２ｔまで回復したものの、平成１４年には９

２ｔに減少し、近時は４０ｔ前後で推移している」に、１６行目の「呈して

おり、平成８年頃からは」を「示し、平成５年から平成８年にかけて漁獲量

が急減し、同年以降、」にそれぞれ改める。 20 

 原判決１６７頁１０行目の「平成１９年から増加し」を「平成１８年以降、

増加し」に改める。 

 原判決１７２頁２５行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 

 「ｄ 令和４年委員会中間取りまとめは、有明海における主要な底生魚類の

減少要因の一つに初期減耗の増大が挙げられる、平成２９年委員会報告25 

では、初期減耗が大きくなる要因として、感潮域、河口域、干潟、浅海
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域の減少、底質や底層環境の変化、成育場の環境変化、卵仔魚の輸送に

関わる流れの変化等の影響の可能性が挙げられたが、特定はできていな

いとの指摘をする（乙Ｅ２４５〔１２６頁〕）。」 

 原判決１７３頁１行目の「前記 ⒜のとおり」から３行目の「関し」まで

を「控訴人らは漁船漁業について組合員行使権を有することから」に改める。 5 

 原判決１７３頁６行目から１７５頁１８行目までを次のとおり改める。 

 「ｂ 八代海区の漁獲量は、平成１８年以降、増加傾向を示しているのに、

本件３漁協の漁獲量は、平成１１年以降、減少傾向を示していること（小

長井町漁協の漁獲量は、平成５年から平成８年にかけて急減し、同年以

降、漁獲量がほとんどない状況である。）、本件事業により、有明海の干10 

潟面積の約７．５５％に相当する約１５．５ｋ㎡の干潟が消失し、干潟

の有する水質浄化や、生物多様性の維持、魚類の産卵場所及び成育場所

の提供等の機能が失われたこと、そして、本件事業による干潟の水質浄

化等の機能の喪失に加え、本件潮受堤防の締切りによる潮流速の低下、

成層化、貧酸素化の進行、赤潮の発生件数の増加、底質環境の悪化等の15 

要因が複合して、諫早湾の漁場環境の悪化を招来した高度の蓋然性があ

ることは、前記のとおりである。かかる事実に加え、① 平成１８年委

員会報告において、仔稚魚の育成場である干潟や藻場、感潮域の消滅、

縮小、沈降有機物の増加等による貧酸素水塊の発生、底質の泥化による

ベントスの減少、潮流、潮汐の変化が魚類資源の減少の一因になり得る20 

との指摘がされ、平成２９年委員会報告においても、感潮域、河口域、

干潟、浅海域の減少や環境悪化が初期減耗を高め、魚類資源の減少を引

き起こしている可能性があるとの指摘がされていること、② 丁が、本

件事業により、魚類の産卵場所、初期育成場が一部消滅し、仔魚の成育

場への移送、季節回遊をする魚種の移動が阻害されることになるとの指25 

摘をし、乙も、本件事業により、生物生産力、水質浄化能力、魚介類の
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産卵、成育の場が失われたとの指摘をすること（甲Ｅ１７４、証人乙）

に照らすと、本件事業ないし本件潮受堤防の締切りにより招来された漁

場環境の悪化が、諫早湾における漁船漁業の漁獲量の減少要因となって

いる高度の蓋然性があるというべきである。 

被控訴人は、本件３漁協の漁獲量が、昭和５０年以降、長期的な減少5 

傾向を示していること、上記漁獲量が、平成９年（本件締切り時点）か

ら平成１１年にかけて増加していること、一部の魚種については、本件

締切り後も漁獲量が減少していないことからすると、本件潮受堤防の締

切りにより諫早湾における漁船漁業の漁獲量が減少したとはいえない旨

の主張をするが、前記のとおり、八代海区の漁獲量は、平成１８年以降、10 

増加傾向を示しているのに、本件３漁協の漁獲量は、平成１１年以降、

減少傾向を示していることに加え、魚類資源の成育期間等を踏まえると、

その初期減耗が漁獲量に反映されるまでには一定の時間を要すると解さ

れること、有明海においては、感潮域、河口域、干潟、浅海域の減少や、

底層環境の悪化の影響を受けやすい底生種の漁獲量が顕著に減少してい15 

ることに照らすと、採用できない。」 

 原判決１７５頁２５行目の「「原告目録の」を「控訴人らは、ノリ養殖業に

ついて組合員行使権を有するところ、原判決原告目録の」に改める。 

 原判決１７８頁１１行目の「前記 ⒜のとおり」から１３行目の「関し」

までを「控訴人らはノリ養殖業について組合員行使権を有することから」に20 

改める。 

 原判決１７８頁１５行目から１８１頁２行目までを次のとおり改める。 

「ｂ 証拠（甲Ａ１５１〔７頁〕、乙Ｅ１９７〔１７９頁〕）及び弁論の全趣

旨によれば、有明海におけるノリの漁獲量は、原判決別紙４６のとおり、

増減を繰り返しつつも、全体としては増加傾向を示していること、また、25 

控訴人戊のノリの収穫量は、原判決別紙４７のとおり、平成１５年度か
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ら平成２１年度までは、約２６万枚から約７８万枚までの範囲で増減を

繰り返し、平成２２年度には約１５４万枚と大幅に増加したものの、平

成２３年度には約５３万枚まで激減し、平成２４年度には約１２０万枚

と再度大幅に増加していることが認められ、かかる事実に照らすと、本

件潮受堤防の締切りにより、諫早湾におけるノリの漁獲量が減少したと5 

いうのは困難である。」 

 原判決１８１頁３行目の「本件潮受堤防の締切り」を「本件事業ないし本

件潮受堤防の締切り」に改め、５行目から１５行目までを次のとおり改める。 

「 以上によれば、本件事業ないし本件潮受堤防の締切りによる漁場環境の

悪化により、諫早湾におけるタイラギ漁業及び漁船漁業の漁獲量が減少し、10 

かかる状態が将来にわたり継続することが具体的に予想され、控訴人らの

組合員行使権が一部侵害されているというべきである。」 

 原判決１８１頁１５行目末尾を改行の上、次のとおり加える。 

 「第４ 争点４（組合員行使権侵害に基づく妨害排除又は妨害予防請求の可

否）について 15 

１ 本件事業ないし本件潮受堤防の締切りによる漁場環境の悪化によ

り、諫早湾におけるタイラギ及び漁船漁業の漁獲量が減少し、控訴人

らの組合員行使権が一部侵害されていることは、前記のとおりである。

そこで、控訴人らにおいて、妨害の排除又は予防を請求し得るか否か

について検討する。 20 

２ この点、前記前提事実に加え、後掲証拠及び弁論の全趣旨によれば、

次の事実が認められる。 

 本件事業は、本件潮受堤防を築造して諫早湾湾奥部を締め切り、

海水の流入を止めて、海面の一部を本件調整池とするとともに、内

部堤防を設置して干拓地を造成し、本件各排水門を操作し本件調整25 

池の水位を管理することにより、背後低平地における高潮、洪水、
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常時排水不良等に対する防災機能を強化し、併せて本件調整池を淡

水化してかんがい用水を確保し、大規模で平坦な優良農地を造成し、

生産性の高い農業を実現することを目的とする土地改良法８７条の

２第１項１号、２条２項４号所定の土地改良事業である。本件事業

により、新干拓地（合計約９.４２㎢）が造成され、平成２０年４月、5 

干拓地における営農が開始し、本件調整池の水は、新干拓地におけ

るかんがい用水として使用されている（平成２０年度の取水量は約

２３万３８００㎡、平成２３年度のそれは３９万５７００㎡である。

乙Ｃ７５の１）。 

 被控訴人（九州農政局長）は、昭和６２年３月１９日、長崎県知10 

事を通じて、湾内１２漁協（本件３漁協を含む。）との間で、本件事

業等の実施について、湾内漁業補償契約を締結し、湾内１２漁協は、

同契約に基づき補償金（小長井町漁協につき１５億２５７３万５０

００円、瑞穂漁協につき１３億００６２万６０００円、国見漁協〔国

見神代漁協及び国見土黒漁協〕につき１３億２５６３万９０００円）15 

の支払を受けた。湾内漁業補償契約には、① 本件事業等の実施に

伴う湾内１２漁協及びその組合員に対する漁業補償の対象は、本件

潮受堤防外に位置する本件３漁協及びその組合員については、諫早

湾内における漁業権等（共同漁業権、区画漁業権、許可漁業、自由

漁業及びこれらの行使権の全てを含む。）の一部放棄及び制限により20 

生ずる全ての損失である、② 湾内１２漁協及びその組合員は、こ

の契約締結をもって、本件事業等に伴う漁業補償については、全て

解決したものとし、長崎県に対し、今後一切異議、求償等を行わな

いものとする旨の定めがある。 

 本件潮受堤防を築造し、本件各排水門からの排水により本件調整25 

池の水位を管理することにより、高潮被害、洪水被害等を防止ない
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し軽減し、背後地からの排水不良を改善することが期待される。現

に、本件潮受堤防の締切り前の昭和６０年８月に台風１３号が通過

した際、最高潮位が標高＋３．２１ｍに達して、高潮被害が発生し

たのに、本件潮受堤防の締切り後の平成１１年９月に台風１８号が

通過した際は、最高潮位が標高＋３．２２ｍに達したにもかかわら5 

ず、高潮被害は発生しなかった。また、昭和５７年７月のいわゆる

長崎大水害の際、最大時間雨量が９９㎜、総雨量が４９２㎜に達し、

湛水被害が４ないし５日間継続して、農産物の被害額は約１億０７

００万円に上ったのに、平成１１年７月の降雨の際は、最大時間雨

量が１０１㎜、総雨量が３４２㎜に達したにもかかわらず、湛水は10 

１日でほぼ解消し、農産物の被害額も３００万円にとどまっている。

（乙Ｃ１、１０）。 

 開門アセスにおける、本件各排水門を常時開門した場合（ケース

１）の予測、評価（乙Ｃ７５の１）は、次のとおりである。 

ア 本件調整池の水位は、諫早湾の潮位に連動して、標高－１．８15 

４ｍ程度から２．３７ｍ程度までの間で変化する。本件調整池の

水位の変動や塩水化により、背後地の既設堤防の老朽化、劣化部

分から、堤防材料が吸出されたり、背後地へ塩水が浸入したりし

て、上記既設堤防の構造維持や防護機能の確保が困難となる可能

性がある。 20 

突発的な洪水が生じた場合に想定される本件調整池の最高水位

は、標高２．８ｍであり、この場合、既設排水門本体部と周辺堤

防の接合部に段差、目地開きが確認された１０施設では、同部及

び樋門本体と取付堤防部の不同沈下により発生した樋門基礎下等

の空洞部から塩水が浸入したり、堤防盛土が吸出されたりする可25 

能性がある。また、ゲートの劣化が確認された１２施設、止水、
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水密部の不良等が確認された１２施設では、樋門、樋管の敷高が

標高２．８ｍ以下となる箇所から塩水が浸入する可能性がある。 

イ 本件各排水門の開門により、本件各排水門周辺の潮流速が増加

し、これにより底泥の過剰な巻上げ、洗掘等が発生して、周辺環

境や周辺施設の維持に影響を及ぼす可能性がある。 5 

ウ 本件各排水門の開門により、本件調整池が塩水化し、新干拓地

においてかんがい用水として使用することができなくなるのみな

らず、潮遊池にポンプを設置して循環かんがいを実施している本

件調整池周辺の背後地においても、本件調整池からの塩水の浸入

により潮遊池の塩分濃度が上昇し、循環かんがいを実施すること10 

ができなくなる。 

また、本件各排水門の開門により、旧干拓地の一部において、

土壌中の塩化物イオン濃度が上昇し、野菜等に係る塩化物イオン

濃度の下限値（２１０㎎／Ｌ）を上回ることや、飛来塩分の発生

量が増加し、潮風害が発生する可能性がある。 15 

エ 本件各排水門の開門により、潮流、水環境（濁り）等が変化し、

諫早湾におけるカキ類、ノリ類の養殖業に影響を及ぼす可能性が

ある。 

オ 本件各排水門の開門後、１年目は、本件調整池の南側では潟土

が堆積するが、中央干拓地前面水域については、海水導入時の流20 

れが速く、侵食が進行して、干潟地形は発達しないことが予測さ

れる。 

ア 本件各排水門の開門に伴い、常時排水ポンプ、洪水時排水ポン

プの設置、既設堤防や樋門の補修等の工事（以下、併せて「事前

対策工事」という。）を実施する必要があるほか、代替となるかん25 

がい用水を確保する必要が生ずる（乙Ｃ７５の１、Ｃ７５の２）。 
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イ 被控訴人は、前訴判決の確定を受け、長崎県、諫早市及び雲仙

市（以下「関係自治体」という。）、干拓地及び背後地の営農者や

住民（以下「地元関係者」という。）と意見交換を行い、本件各排

水門の開門に向け、事前対策工事の実施案を策定するなどしたが、

関係自治体及び地元関係者から、事前対策工事の実施及び本件各5 

排水門の開門につき、強い懸念と反対の意向が表明されるなどし

たことから、事前対策工事に着手するのを断念した。現時点にお

いて、事前対策工事に着手する目途は立っていない。（乙Ｃ１０６

の１から３まで、乙Ｃ１０８の１から１３まで、乙Ｃ１４１から

１４７まで） 10 

３  被侵害利益である組合員行使権は、組合員である控訴人らの生活

の基盤にかかわる権利であり、十分に尊重されるべきものであると

はいえ、その性質は基本的に財産的権利であり、その侵害は必ずし

も人格権等の非財産的権利の侵害を伴うものではない。 

そして、① 本件事業は、背後低平地において、高潮、洪水、常15 

時排水不良等に対する防災機能を強化し、併せて本件調整池を水源

とするかんがい用水が確保された、大規模で平坦な優良農地を造成

し、生産性の高い農業を実現することを目的とするもので、高い公

益性、公共性を有すること、② 本件事業の実施に当たっては、湾

内漁業補償契約が締結され、本件３漁協及び組合員の漁業権等（共20 

同漁業権、区画漁業権、許可漁業、自由漁業及びこれらの行使権の

全てを含む。）の一部放棄及び制限により生ずる全ての損失に対する

補償として、補償金が支払われていて、本件潮受堤防外の漁業も含

め、一定の損失填補が図られていること、③ 開門アセスにおいて、

事前対策工事をせずに、本件各排水門を常時開門した場合、本件潮25 

受堤防の防災機能が損なわれることのほか、かんがい用水を確保す
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ることができなくなることや、湛水及び塩害による農業上の被害、

潮流速、水環境の変化による漁業環境への影響が予測されるとの指

摘がされる一方、本件各排水門を常時開門することによる干潟の再

生効果は限定的との指摘がされていること、また、本件各排水門を

開門する場合、事前対策工事を実施するほか、代替となるかんがい5 

用水を確保する必要があるところ、現状、事前対策工事に着手する

目途さえ立っていないことは、前記のとおりである。そして、漁獲

量の減少の程度、本件潮受堤防の災害防止機能の必要性等は、自然

環境や社会環境にも関わる可変的、流動的な性質を有することをも

踏まえ、上記の被侵害利益の性質と内容、本件事業の公共性、公益10 

性といった対立する利益等を総合して利益衡量をすると、本件にお

いて、被侵害利益に対する救済を損害賠償にとどめるのでは足りず、

控訴人らは、妨害の排除又は予防を請求することができると解する

のは困難である。 

 この点 控訴人らは、① 本件潮受堤防による防災効果は限定的15 

であり、本件各排水門を常時開門することにより防災上支障は生じ

ない、② 本件調整池の水質は劣悪であり、元々農業用水としての

使用には制約があるし、海水淡水化施設を造設することなどにより、

代替水源を確保することができる、また、短期開門調査の結果によ

れば、本件各排水門を常時開門することにより農業上の被害は生じ20 

ない、③ 漁業環境への影響も、本件各排水門からの導排水量を徐々

に増加させることにより防止できるなどとの主張をするが、開門ア

セスにおいて、事前対策工事をせずに、本件各排水門を常時開門し

た場合、本件潮受堤防の防災機能が損なわれ、農業用水を確保する

ことができなくなるとの指摘や、湛水及び塩害による農業上の被害、25 

潮流速及び水環境の変化により漁業環境への影響が生じることが予
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測されるとの指摘がされていること、現状、被控訴人において、代

替水源の確保を含む事前対策工事に着手する目途は立っていないこ

とは、前記のとおりであって、上記主張は採用できない（短期開門

調査は、本件調整池に海水を１か月程度流入させたもので、この結

果のみから本件開門操作によって上記各被害が生じない、又は被害5 

が限定的であるなどと評価することはできない。）。 

また、控訴人らは、① 本件各排水門を常時開門することにより、

干潟が回復し、漁場環境が改善されて、漁業資源の回復につながる、

また、これにより、カモによる農作物の食害等も防止することがで

きる、② 海水淡水化施設等を造設することにより、良質なかんが10 

い用水を確保することができる、③ 本件各排水門を常時開門し、

自然環境を改善することにより、観光振興にもつながる旨の主張を

し、証人乙は、本件各排水門を開門し、本件調整池内に海水の出入

り（潮汐）を復活させることにより、汽水域の環境が改善して、限

定的ではあるものの干潟が再生し、干潟生態系の機能が徐々に回復15 

する旨の陳述（甲Ｅ１７４）及び供述（証人乙）をするが、かかる

事情を考慮しても、前記判断は覆らない。」 

２ 以上によれば、控訴人らの請求をいずれも棄却した原判決は相当であって、

本件控訴は理由がないから、これを棄却することとして、主文のとおり判決

する。 20 
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